
令和２年度第１回日進市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会 

次第（書面会議）

１ 委員の変更について 

  委員名簿 

２ 議事 

（１）第７期にっしん高齢者ゆめプラン実施状況について 

    資料１－１：第７期 にっしん高齢者ゆめプラン取組状況シート 

    資料１－２：被保険者数等の状況 

    資料１－３：取組と目標に対する自己評価シート 

（２）第８期にっしん高齢者ゆめプランについて 

   資料２－１：第８期介護保険事業計画の作成に向けたスケジュール 

    資料２－２：第８期にっしん高齢者ゆめプラン策定スケジュール 

    資料２－３：第８期ゆめプラン策定にあたっての検討ポイント（案） 

          第７期ゆめプラン基本目標と基本施策、及び第８期ゆめプラン策定にあ

たっての検討ポイント 

  参考資料１：基本指針の構成について（厚生労働省資料） 

    参考資料２：第８期にっしん高齢者ゆめプラン現状分析・課題 

３ その他 

  次回開催 令和２年 10 月を予定 



部会 選任する内容 備　　　考

1 ◎ 田川　佳代子 包括 学識経験を有する者 愛知県立大学　教育福祉学部教授

2 ○ 井手　宏 密着 東名古屋医師会 日進支部

3 山岡　林二 包括 愛豊歯科医師会 日進支部

4 浅井　考介 密着 日進市薬剤師会

5 木村　誠子 包括 愛知県瀬戸保健所

6 小林　宏子 密着 介護相談員

7 髙藤　幸枝 密着 日進市民生委員児童委員

8 伊東　幸仁 包括 日進市社会福祉協議会

9 大山　英之 密着 医療法人財団 愛泉会

10 藤嶋　日出樹 包括 社会福祉法人 日進福祉会

11 大川　彰治 密着 有限会社 三ヶ所

12 山中　隆生 包括 社会福祉法人 愛知三愛福祉会

13 諏訪　正美 密着 特定非営利活動法人 健やかネットワーク

14 千葉　佳代子 包括

15 山口　朝子 密着

16 神野　建三 包括 市長が必要と認める者 日進市老人クラブ連合会

◎会長　○副会長 任期：令和3年3月31日まで

日進市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会委員　名簿

氏　　　名

保健・医療・福祉
関係者

介護サービス、介護予
防サービスの事業者

介護保険被保険者
(公募の市民)



令和２年度第１回日進市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会 

意見等提出書

委員氏名 

＜意見・質問等＞

資料 

番号 頁数 ご意見・ご質問の内容 

※意見等ない場合も、その旨ご記入願います。

※ 提出期限   令和２年９月４日（金） 

※ 提出方法  持参、郵送、ファックス、電子メール可 

持参：日進市役所１階地域福祉課窓口 

郵送：〒４７０－０１９２（住所不要）日進市役所 地域福祉課 

ファックス：０５６１－７２－４５５４（市役所 地域福祉課） 

Ｅメール：chiikifukushi@city.nisshin.lg.jp（市役所 地域福祉課） 

※  意見等の提出書は、任意様式でも結構です。 

＜問い合わせ＞地域福祉課 福祉政策係 電話：０５６１－７３－１６４３ 



令和２年度第１回日進市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会 

配布資料の説明 

議事 

（１）第７期にっしん高齢者ゆめプラン実施状況について 

資料１－１：第７期にっしん高齢者ゆめプラン 取組状況シート 

（説明）第７期にっしん高齢者ゆめプランに記載されている取組

ごとに、平成 29年度から令和元年度までの実施状況（実績

値）及び令和２年度（第７期計画終了年度）における目標

値を一覧にした資料。実施状況を踏まえた課題や今後の取

組の方向性について、右端の欄に記載。 

資料１－２：被保険者数等の状況 

（説明）令和２年３月末現在の介護保険被保険者数・要介護等認

定者数・認定率・給付費の状況、令和２年７月末現在の指定

介護サービス事業者の状況。

資料１－３：取組と目標に対する自己評価シート 

（説明）令和元年度の地域支援事業に関する取組状況及び内部評

価の資料。

（２）第８期にっしん高齢者ゆめプランについて 

    資料２－１：第８期介護保険事業計画の作成に向けたスケジュール 

（厚生労働省資料） 

（説明）令和２年７月 31日に示された全国介護保険担当課長会議

資料からの抜粋。第８期介護保険事業計画の作成に係る市

町村、都道府県、国が実施すべき内容やその関係性、おお

よその実施時期が示されている。このスケジュールをベー

スに各市町村が介護保険事業計画の策定を進めていく。 

資料２－２：第８期にっしん高齢者ゆめプラン策定スケジュール 

（説明）資料２－１を元に日進市における計画策定スケジュール

を示した資料。今後、２か月に１回のペースで会議を開催

して議論をお願いする予定。 



    資料２－３：第７期ゆめプランの基本目標と基本施策、及び第８期ゆめプ

ラン策定にあたっての検討ポイント 

（説明）本市の取組状況やアンケート集計、現状分析・課題や国

の基本指針で示された内容を、第７期にっしん高齢者ゆめ

プランの構成に沿って整理した資料。今後、「第８期ゆめプ

ラン策定にあたっての検討ポイント」に掲げられた項目そ

れぞれについて、第８期にっしん高齢者ゆめプランへ反映

させていくかどうかを検討していく。

    参考資料１：第８期にっしん高齢者ゆめプラン 現状分析・課題整理 

   （説明）第８期にっしん高齢者ゆめプランの策定に向けて、日進

市の人口や要介護認定率、介護保険サービスの利用実績を

整理。また、令和２年１月から３月にかけて実施した４種

類のアンケート調査の結果（抜粋）を掲載。 

       これらを踏まえて第８期計画における課題を示した。 

    参考資料２：基本指針の構成について（厚生労働省資料） 

（説明）令和 2年 7月 31 日に示された全国介護保険担当課長会議

資料からの抜粋。 

介護保険法において、「介護保険事業に係る保険給付の円

滑な実施を確保するための基本的な指針」に即して市町村介

護保険事業計画を定めるものとされており、第８期の計画策

定に向けて、基本定な指針の見直し案が示されたもの。 



令和２年８月２８日
令和２年度第１回日進市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会

資料１－１

基本
目標

施策の
方向性

主な取り組み
【担当】

平成29年度
（初期値）

平成30年度 令和元年度
令和2年度
（目標値）

第7期の成果と課題・
今後の取組予定

１　いつまでも健康でいられるまち
・主観的健康感：82.9％
・要介護等認定率：14.6％

・主観的健康観：84.0％
・要介護等認定率：15.6％

・主観的健康感：90.0％
・要介護等認定率：14.8％

（1）健康づくり活動の促進

①生活習慣病の対策
　【健康課】
　　・生活習慣病の予防
　【健康課】
　　・食生活支援、食生活改善推進員の養成

・にっしん体操講習会：開催回数１回／年
・食生活改善推進員活動数：31名
・健康講座等参加者数：8回　延べ321名

・にっしん体操講習会：開催回数１回／年
・食生活改善推進員活動数：16名
・健康講座等参加者数：8回　延べ402名

・にっしん体操講習会：開催回数１回／年
・食生活改善推進員活動数：32名
・健康講座等参加者数：9回　延べ309名

・にっしん体操講習会：開催回数１回／年
・食生活改善推進員活動数：35名
・健康講座等参加者数：延べ350名

・にっしん体操講習会により、にっしん体操を指導する市民
が増加した。今後も、市民によるにっしん体操の普及を目指
し、講習会を継続実施する。
・食生活改善推進員は隔年で養成講座を開催し、会員を一定
数確保できており、安定した活動ができている。今後も定期
的に養成講座を開催する。また、健康講座等を毎年開催し、
健康に関する知識の普及ができている。

②健康診査・がん検診、特定保健指導等の充実
　【保険年金課・健康課】
　　・健康診査、がん検診等の推進
　【保険年金課・健康課】
　　・企業との連携
　【保険年金課】
　　・特定保健指導
　【保険年金課】
　　・糖尿病重症化予防
　【保険年金課】
　　・国保医療データの活用

・特定健康診査受診率：41.5％
・がん検診受診率：- ％
・骨検診受診者数：598名
・特定保健指導実施率：17.6％
・人工透析患者数：31人
・被保険者一人当たり医療費：315,783円

・特定健康診査受診率：40.4％（暫定値）
・がん検診受診率：- ％
・骨検診受診者数：685名
・特定保健指導実施率：18.6％（暫定値）
・人工透析患者数：28人
・被保険者一人当たり医療費：327,242円

・がん検診受診率：- ％
・骨検診受診者数：671名
・特定健康診査受診率：43.9％（暫定値）
・特定保健指導実施率：16.0％（暫定値）
・人工透析患者数：27人
・被保険者一人当たり医療費：339,974円

・特定健康診査受診率：51.0％
・がん検診受診率：50％
・骨検診受診者数：760名
・特定保健指導実施率：30.0％
・人工透析患者数：25人
・被保険者一人当たり医療費：330,207円

・がん検診の受診券を個別通知することで、受診者が増加し
た。今後も、個別通知をし、継続受診を促す取り組みを充実
していく。
・若い年齢から生活習慣病予防対策が重要であり、データヘ
ルス計画を基に様々な対策に取り組んでいる。
・特定健診は目標値を達成することはできていないが、受診
率は向上している。
・特定保健指導は目標値は達成できておらず実施率について
も課題が残る状況である。
・人工透析患者数は令和２年の目標値には達してはいない
が、人工透析導入原因の４割を占めるといわれている糖尿病
性腎症患者を対象として、平成３０年度より重症化予防事業
保健指導を開始。人工透析患者数の減少を期待する。
・後期高齢者医療健診については、令和２度よりフレイルの
内容を盛り込んだ質問票に変更となった。対象者へ、生活習
慣病予防だけでなく介護予防の視点が健康管理に必要である
ことについて周知を行う。
・また、関係課が実施している介護予防活動に後期高齢者医
療健診結果データを活用できるよう関係課と連携体制を構築
する。

③市民主体の活動支援
　・つどいの場による自主的な介護予防活動
　【地域福祉課（地域支援係）】
　　ぷらっとホーム
　　ほっとカフェ
　【地域福祉課（地域支援係）・社会福祉協議会】
　　ふれあい・いきいきサロン
　【健康課】
　　にっしん体操スポット
　【地域福祉課（地域支援係）・社会福祉協議会】
　・つどいの場運営助成

・つどいの場：６１箇所
　・ぷらっとホーム：６箇所
　・ほっとカフェ：１９箇所
　・ふれあい・いきいきサロン：１３箇所
　・にっしん体操スポット：１７箇所
　・その他：６箇所
・つどいの場運営助成：７団体、362,387円

・つどいの場：６７箇所
　・ぷらっとホーム：６箇所
　・ほっとカフェ：２１箇所
　・ふれあい・いきいきサロン：１３箇所
　・にっしん体操スポット：２０箇所
　・その他：７箇所
・つどいの場運営助成：１５団体、645,943円

・つどいの場：７4箇所
　・ぷらっとホーム：６箇所
　・ほっとカフェ：２２箇所
　・ふれあい・いきいきサロン：１２箇所
　・にっしん体操スポット：２７箇所
　・健康つどいの場：１箇所
  ・その他：７箇所
・つどいの場運営助成
　：１３団体、766,573円（運営助成金）
　　　２団体、186,000円（プレゼン助成金）

・つどいの場：６５箇所
　・ぷらっとホーム：６箇所
　・ほっとカフェ：２０箇所
　・ふれあい・いきいきサロン：１４箇所
　・にっしん体操スポット：１８箇所
　・その他：７箇所
・つどいの場運営助成：１０団体、500,000円

・にっしん体操スポットは、高齢者や障害者施設等にも広が
り目標以上に増加した。今後は、にっしん体操スポットの活
動支援を行うことでスポット数を維持しつつ、どの地域の市
民でも気軽に体操ができるよう活動拠点を増やす努力を行
う。
・ほっとカフェは目標値を超える数となった。今後も開設意
向団体に対して積極的に支援を続けていく。
・つどいの場運営助成を広く周知できるよう努める。
・運営助成を行うことにより、活動の場の増加につながっ
た。今後は継続実施できるよう支援をしていく必要がある。

④身近な地域での健康づくり、介護予防の普及
　【健康課】
　・地域における健康づくりの普及・啓発
　・運動普及推進員による普及活動
　・にっしん健康マイレージの推進
　・ヘルピーウォーキングマップの周知
　【福祉会館】
　・おたっしゃハウスの実施
　・コミュニティサロンの実施

・老人クラブや出前講座等地域における
  健康教育回数：延べ114回（延べ2,464名）
・運動普及推進員活動数：19名
・にっしん健康マイレージ
　まいかカード交付者：276名
・おたっしゃハウス
　6箇所　230回　延べ参加数11,461名
　（1回あたり平均参加者数　49.8名）
・コミュニティサロン
　6箇所　225回　延べ参加数4,665名
　（1回あたり平均参加者数　20.7名）

・老人クラブや出前講座等地域における
  健康教育回数：延べ83回（延べ1,683名）
・運動普及推進員活動数：26名
・にっしん健康マイレージ
　まいかカード交付者：808名
・おたっしゃハウス
　6箇所　245回　延べ参加数12,487名
　（1回あたり平均参加者数　49.8名）
・コミュニティサロン
　6箇所　221回　延べ参加数4,586名
　（1回あたり平均参加者数　20.8名）

・老人クラブや出前講座等地域における
  健康教育回数：延べ82回（延べ1,690名）
・運動普及推進員活動数：24名
・にっしん健康マイレージ
　まいかカード交付者：1,128名
・おたっしゃハウス
6箇所　218回　延べ参加者数9,913名
（1回あたり平均参加者数　45.5名）
・コミュニティサロン
6箇所　208回　延べ参加者数4,308名
（1回あたり平均参加者数　20.7名）

・地域における健康教育回数：115回
・運動普及推進員活動数：30名
・にっしん健康マイレージ
　まいかカード交付者：500名
・おたっしゃハウス
　6箇所　週1回開催
　（1回あたり平均参加者数　60名）
・コミュニティサロン
　6箇所　週1回開催
　（1回あたり平均参加者数　30名）

・希望する団体に対し、健康教育を実施することができた。
今後も健康の維持・増進を目的とした内容で健康教育を実施
する。
・運動普及推進員は定期的に養成講座を開催し、会員を一定
数確保できている。会員の活動を支援し、今後も定期的に養
成していく。
・企業との連携により健康マイレージの参加者が増加し、就
労世代でも健康を意識識する人が増加した。今後は、さらな
る就労世代の健康づくりを推進するため、健康マイレージの
アプリ導入やより多くの企業との連携を進める。
・ウォーキングマップの配布によりウォーキングは市民に浸
透した。今後も、ウォーキングマップの配布、広報、回覧に
よる周知等を行い、ウォーキングの浸透に努める。
・おたっしゃハウス
介護予防の充実を図る事業として、高齢者が気軽に参加でき
る事業として定着している。参加者が「無理なく、楽しく」
１日を過ごしていただける、また、参加者同士が交流できる
環境づくりを検討する。
・コミュニティサロン
会館で雇用している指導員や保健センター及び多数のボラン
ティア団体の協力もあり、様々な企画を催すことができた。
しかしながら、現在の会員が高齢化に伴い要介護認定を受け
るなどして退会するケースも増え、会員登録数が増えづらい
という課題がある。民生委員や協力員と連携し高齢者の把握
に努めるとともに、各区への募集案内を配布するなど周知に
取り組みサロン事業を充実していく。

⑤専門職を活用した健康づくり
　【地域福祉課（地域支援係）】
　・足腰おたっしゃクラブ
　　（介護予防・生活支援サービス）

健口健食元気クラブ
　　（介護予防・生活支援サービス）

ゆうゆう体操教室（一般介護予防事業）
日進おはなしひろば（一般介護予防事業）
つどいの場専門職派遣（一般介護予防事業）

・足腰おたっしゃクラブ
　８コース・各１２回　延べ参加数1,161名
健口健食元気クラブ

　２コース・各１２回　延べ参加数162名
ゆうゆう体操教室、地域版介護予防教室

　開催箇所数1箇所、開催回数46回、
　延べ参加者数1,592名

日進おはなしひろば
　全４７回　延べ参加数３８２名

つどいの場専門職派遣：３９回

・足腰おたっしゃクラブ
　８コース・各１２回　延べ参加数1,029名
健口健食元気クラブ

　２コース・１０回及び６回　延べ参加数145名
ゆうゆう体操教室、地域版介護予防教室

　開催箇所数2箇所、開催回数56回、
　延べ参加者数2,273名

日進おはなしひろば
　全４８回　延べ参加数３５８名

つどいの場専門職派遣：３７回

・足腰おたっしゃクラブ
　８コース・各１２回（3月のみ中止）　延べ参加数８６
６名
・健口健食元気クラブ
　１コース・５回　延べ参加数２８名
・ゆうゆう体操教室、にこにこ体操教室、わくわく体
操教室
　開催箇所数３箇所、開催回数６２回、
　延べ参加者数２，６３３名
・日進おはなしひろば
　全４３回　延べ参加数３７６名
・つどいの場専門職派遣：３９回

・足腰おたっしゃクラブ
　８コース・各１２回　延べ参加数1,200名
健口健食元気クラブ

　１コース・６回　延べ参加数60名
ゆうゆう体操教室、地域版介護予防教室

　開催箇所数3箇所、開催回数100回、
　延べ参加者数3,000名
日進おはなしひろば

　全４７回　延べ参加数400名
つどいの場専門職派遣：５０回

・一般介護予防事業は開催箇所・参加者数共に増加している
が、介護予防・生活支援サービスのうち、短期集中型サービ
スC(足腰おたっしゃ、健口健食元気クラブ）の利用者数は減
少しており、実施方法も含め事業の見直しが必要である。

⑥生涯スポーツの推進
　【生涯学習課】

・日進市総合型地域スポーツクラブ
　にっしんスポーツクラブ６０歳以上向け健康講座
　岩崎・梅森・赤池地区等で４講座開催

・日進市総合型地域スポーツクラブ
　にっしんスポーツクラブ６０歳以上向け健康講座
　岩崎・梅森・赤池・米野木地区等で４講座開催

・日進市総合型地域スポーツクラブ
　にっしんスポーツクラブ６０歳以上向け健康講座
　岩崎・梅森・赤池・米野木地区で５講座開催

・日進市総合型地域スポーツクラブ
　にっしんスポーツクラブ６０歳以上向け健康講座
　岩崎・梅森・赤池・米野木地区等で５講座開催

・どの講座も人気が高く満員になることが多かった。今後は
関係機関と調整して開催場所を確保することにより、多くの
地区での開催に努めたい。

第７期　にっしん高齢者ゆめプラン　取組状況シート

＜基本理念＞共に支え合い、健やかに暮らし、誰もが尊重されるまち（地域包括ケアシステムの深化・推進）
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（2）介護予防・日常生活支援総合事業の推進

①介護予防・生活支援サービス事業の充実
　【地域福祉課（地域支援係）】
　・訪問型サービス
　・通所型サービス
　・その他の生活支援サービス
　・介護予防ケアマネジメント

・訪問型サービス（現行相当、Ａ型）実施状況
　現行相当：５箇所、Ａ型：１４箇所
・通所型サービス（現行相当、Ａ型）実施状況
　現行相当：１７箇所、Ａ型：９箇所
・介護予防ケアマネジメント実施件数
　平成３０年３月提供分：２６９件

　・訪問型サービス（現行相当、Ａ型）実施状況
　　現行相当：２６箇所、Ａ型：１４箇所
　・通所型サービス（現行相当、Ａ型）実施状況
　　現行相当：３３箇所、Ａ型：１４箇所
　・介護予防ケアマネジメント実施件数
　　平成３０年３月提供分：２８１件

・訪問型サービス（現行相当、Ａ型）実施状況
　　現行相当：２７箇所、Ａ型：１４箇所
・通所型サービス（現行相当、Ａ型）実施状況
　　現行相当：３２箇所、Ａ型：１３箇所
・介護予防ケアマネジメント実施件数
　　令和２年３月提供分：２４９件

・訪問型サービス（現行相当、Ａ型）実施状況
　現行相当：２６箇所、Ａ型：１４箇所
・通所型サービス（現行相当、Ａ型）実施状況
　現行相当：３３箇所、Ａ型：１４箇所
・介護予防ケアマネジメント実施件数
　令和２年３月提供分：３００件

・介護予防・生活支援サービス事業の実施体制を整えること
ができている。今後、高齢者人口の増加によりサービス利用
者数も増えていくことが想定されるが、引き続き適切なケア
マネジメントによる適正なサービス利用ができる体制を維持
していく。

②一般介護予防事業の充実
　【地域福祉課（地域支援係）】

介護予防把握事業
介護予防普及活動事業
地域介護予防活動支援事業
一般介護予防事業評価事業
地域リハビリテーション活動支援事業

　・介護予防講演会開催数１回／年
ゆうゆう体操教室、

　　地域版介護予防教室（再掲）
　　開催箇所数1箇所、開催回数46回、
　　延べ参加者数1,592名

日進おはなしひろば（再掲）
　　全４７回　延べ参加数382名

つどいの場専門職派遣（再掲）：３９回
　・介護支援ボランティア
　　ボランティア登録人数　107人
　　受入施設：１６施設

　・介護予防講演会開催数2回／年
ゆうゆう体操教室、

　　地域版介護予防教室（再掲）
　　開催箇所数2箇所、開催回数56回、
　　延べ参加者数2,273名

日進おはなしひろば（再掲）
　　全４８回　延べ参加数358名

つどいの場専門職派遣（再掲）：３７回
　・介護支援ボランティア
　　ボランティア登録人数　１２０人
　　受入施設：２１施設

・介護予防講演会開催数１回／年
・ゆうゆう体操教室、
　　地域版介護予防教室（再掲）
　　開催箇所数３箇所、開催回数６２回、
　　延べ参加者数２，６３３名
・日進おはなしひろば（再掲）
　　全４３回　延べ参加数３７６名
・つどいの場専門職派遣（再掲）：３９回
・介護支援ボランティア
　ボランティア登録人数　１４０人
　受入施設：２０施設

ゆうゆう体操教室、
　地域版介護予防教室（再掲）
　開催箇所数3箇所、開催回数100回、
　延べ参加者数3,000名
日進おはなしひろば（再掲）

　全４７回　延べ参加数400名
つどいの場専門職派遣（再掲）：５０回

・介護支援ボランティア
　ボランティア登録人数　１３０人
　受入施設：２５施設

・地域版介護予防教室は開催箇所が増え参加者の増加につな
がっている。つどいの場専門職派遣数が伸びず、派遣方法や
専門職職種等検討する必要がある。

（3）就労・社会参加機会の拡充

①高齢者の活動機会の提供
　【生活安全課】
　・くるりんばす等による外出支援
　【地域福祉課（地域支援係）】
　・つどいの場活動支援
　【地域福祉課（福祉政策係）】
　・シルバー人材センターの活動支援
　【生涯学習課】
　・生涯学習の場の充実、情報提供

　・くるりんばす
　　高齢者定期券のべ購入月数
　　4,455か月分／年
　・つどいの場運営助成（再掲）
　　７団体、362,387円

つどいの場専門職派遣（再掲）：３９回
　・シルバー人材センター会員数（再掲）：545名
　・いきいきシルバースクール
　　３箇所各13回　延参加者数655人
　・市ホームページ。市広報紙、生涯学習情報誌、
　　講座募集チラシ等による情報提供

　・くるりんばす
　　高齢者定期券のべ購入月数
　　3,980か月分／年
　・つどいの場運営助成（再掲）
　　１５団体、645，943円

つどいの場専門職派遣（再掲）：３７回
　・シルバー人材センター会員数：535名
　・いきいきシルバースクール
　　４箇所各13回　延参加者数815人
　・市ホームページ。市広報紙、生涯学習情報誌
　　講座募集チラシによる情報提供

・くるりんばす
　　高齢者定期券のべ購入月数
　　4,246か月分／年
・いきいきシルバースクール
　　４箇所計43回　参加者数100人
・つどいの場運営助成（再掲）
　：１３団体、766,5733円（運営助成金）
　　　２団体、186,000円（プレゼン助成金）
・シルバー人材センター会員数：５１９名

・くるりんばす
　高齢者定期券のべ購入月数
　4,678か月分／年
・つどいの場運営助成
　１０団体、500,000円
つどいの場専門職派遣：５０回

・シルバー人材センター会員数：630名
・いきいきシルバースクール
　４箇所各13回　延参加者数873人
・市ホームページ。市広報紙、生涯学習情報誌
　講座募集チラシによる情報提供

・くるりんばす
　車内案内放送や、販売店でのPRの掲示など、高齢者定期券
のPRを継続して行う。
・いきいきシルバースクールの実施校を増やしたことで、参
加者数の増加につながった。
今後も引き続き実施するとともに、参加者自身による企画立
案といった取り組みを進めるなどにより、地域で活躍できる
人材育成につなげたい。
・シルバー人材センターの会員数は減少しているが、就労や
生きがい活動のために会員増に向けた取組を引き続き行って
いく必要がある。

②担い手としての社会参加推進
　【地域福祉課（地域支援係）】
　・生活支援コーディネーター、コミュニティソーシャ
ルワーカー（CSW）による支援
　・社会参加しやすい環境づくり

・生活支援コーディネーター
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体
　第１層協議体開催回数：１回／年
　第２層協議体開催回数：０回／年
・コミュニティソーシャルワーカー
　配置数：２名、相談件数：７３件

・生活支援コーディネーター
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体
　第１層協議体開催回数：１回／年
　第２層協議体開催回数：各１回／年
・コミュニティソーシャルワーカー
　配置数：２名、相談件数：２０４件

・生活支援コーディネーター
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体
　第２層協議体開催回数：１２回／年（３圏域合計）
・コミュニティソーシャルワーカー
　配置数：３名、相談件数：５４３件

・生活支援コーディネーター
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体
　第１層協議体開催回数：２回／年
　第２層協議体開催回数：各３回／年
・コミュニティソーシャルワーカー
　配置数：２名、相談件数：２５０件

・第２層協議体を定期的に開催し、地域の課題や解決方法に
ついて共有する場を整えることができた。
・住民が主体となってワンコインサービスや移動支援の取組
が始まった地区もあり、引き続き生活支援コーディネーター
を通じて地域での取り組みを促していく。
・コミュニティソーシャルワーカーは圏域ごとの配置と統括
者の全4名の配置を目指していく。

③就労、社会参加の場の確保
　【地域福祉課（福祉政策係）】
　・シルバー人材センターの活動支援
　【地域福祉課（地域支援係）】
　・介護支援ボランティア事業
　　（にっしんおたっしゃボランティア）の充実
　・地域の主体的な取組支援

　・シルバー人材センター会員数（再掲）：545名
　・介護支援ボランティア（再掲）
　　ボランティア登録人数：107人
　　受入施設：１６施設

　・シルバー人材センター会員数（再掲）：535名
　・介護支援ボランティア（再掲）
　　ボランティア登録人数：120人
　　受入施設：２１施設

・シルバー人材センター会員数（再掲）：５１９名
・介護支援ボランティア（再掲）
　ボランティア登録人数：１４０人
　受入施設：２０施設

・シルバー人材センター会員数（再掲）：630名
・介護支援ボランティア（再掲）
　ボランティア登録人数：130人
　受入施設：２５施設

・シルバー人材センターの会員数は減少しているが、就労や
生きがい活動のために会員増に向けた取組を引き続き行って
いく必要がある。

④生涯学習の推進
　【生涯学習課】

　・にっしん市民教室
　　16講座　160回　延参加者数3,164人
　・いきいきシルバースクール（再掲）
　　３箇所各13回　延参加者数655人

・にっしん市民教室
　16講座　160回　延参加者数5,371人
・いきいきシルバースクール（再掲）
　４箇所各13回　延参加者数815人

・にっしん市民教室
　14講座　139回　受講者数661人
・いきいきシルバースクール（再掲）
　　４箇所計43回　参加者数100人

・にっしん市民教室
　16講座　160回　延参加者数4,068人
・いきいきシルバースクール
　４箇所各13回　延参加者数873人

・にっしん市民教室は学習機会の提供に一定の効果を上げて
いる。今後は途中から受講者が減少する講座のリニューアル
等を検討するとともに、市民のニーズに即した講座の提供に
努めたい。
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２　在宅で生活し続けられるまち
・在宅医療・介護連携システム（「健やかにっしん・
ヘルピーネット」）のアカウント数：59件

・在宅医療・介護連携システム（「健やかにっしん・
ヘルピーネット」）のアカウント数：181件

・在宅医療・介護連携システム（「健やかにっしん・
ヘルピーネット」）のアカウント数：89件

（1）在宅医療と介護連携の推進

①地域の医療・介護の資源の把握
　【地域福祉課（地域支援係）】

・訪問診療を行う医療機関数：２４
・認知症サポート医数：９人

・訪問診療を行う医療機関数：２４
・認知症サポート医数：９人

・訪問診療を行う医療機関数：２２
・認知症サポート医数：１０人

・訪問診療を行う医療機関数：２５
・認知症サポート医数：１２人

・ほぼ目標を達成できている。
・電子＠連絡帳の地域資源マップの充実を図ることができ
た。医療機関や介護サービス事業所の登録蘇秦に努めてい
く。

②在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討
　【地域福祉課（地域支援係）】
　【介護福祉課】
　【保険年金課】
　【健康課】

・地域包括ケア検討会議
　開催回数：４回／年
・在宅医療・介護連携に関する検討部会
　開催回数：１回／年

・地域包括ケア検討会議
　開催回数：２回／年
・在宅医療・介護連携に関する検討部会
　開催回数：１回／年

・在宅医療・介護連携に関する検討部会
　開催回数：１回／年

・地域包括ケア検討会議
　開催回数：３回／年
・在宅医療・介護連携に関する検討部会
　開催回数：２回／年

・会議自体は当初の予定どおりに開催できていないため、計
画的な開催に努めていく。
・アンケート調査により、医療介護連携における課題を把握
することができたため、把握した課題に対する対応策を検討
していく。

③切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推
進
　【地域福祉課（地域支援係）】
　・人生の最終段階における医療

・在宅医療・介護連携に関する検討部会（再掲）
　開催回数：１回／年

・在宅医療・介護連携に関する検討部会（再掲）
　開催回数：１回／年

・在宅医療・介護連携に関する検討部会（再掲）
　開催回数：１回／年
・やまびこ日進井戸端会議：４回／年
・東名古屋医師会尾三消防連携促進協議会：２回／年

・在宅医療・介護連携に関する検討部会
　開催回数：２回／年
・やまびこ日進井戸端会議：４回／年
・東名古屋医師会尾三消防連携促進協議会：２回／年

・医師とケアマネとの連携に焦点をあて、直接顔をあわせて
気軽な意見交換ができる「場（やまびこ日進井戸端会議）」
の取り組みを開始した。
・救急搬送時における電子＠連絡帳情報の活用について、尾
三消防との協議を行い、試行運用の準備を行った。試行運用
を通じて運用方法等の検証を行っていく。

④医療・介護関係者の情報共有の支援
　【地域福祉課（地域支援係）】
　・在宅医療・介護連携システムの活用

・電子＠連絡帳
　登録者数：179人
　登録機関数：103機関
　うち　病院・クリニック　２１機関
　　　　歯科医院　３２機関
　　　　薬局　２１機関
　　　　訪問看護　５機関
　　　　訪問介護　０機関
　　　　居宅介護支援事業所　１３機関

・電子＠連絡帳
　登録者数：197人
　登録機関数：111機関
　うち　病院・クリニック　２４機関
　　　　歯科医院　３２機関
　　　　薬局　２３機関
　　　　訪問看護　５機関
　　　　訪問介護　０機関
　　　　居宅介護支援事業所　１４機関

・電子＠連絡帳
　登録者数：218人
　登録機関数：126機関
　うち　病院・クリニック　２４機関
　　　　歯科医院　３２機関
　　　　薬局　２３機関
　　　　訪問看護　４機関
　　　　訪問介護　３機関
　　　　居宅介護支援事業所　１８機関

・電子＠連絡帳
　登録者数：200人
　登録機関数：120機関
　うち　病院・クリニック　２５機関
　　　　歯科医院　３５機関
　　　　薬局　２５機関
　　　　訪問看護　５機関
　　　　訪問介護　５機関
　　　　居宅介護支援事業所　１５機関

・登録者数・登録機関数共にほぼ目標を達成することができ
た。今後さらに電子＠連絡帳の活用が進むよう利用しやすい
システムにしていく。

⑤在宅医療・介護連携に関する相談支援
　【地域福祉課（地域支援係）】
　・在宅医療・介護連携支援センターの設置・運営

・在宅医療・介護連携支援センター（やまびこ日進）
　相談件数：－件／年

・在宅医療・介護連携支援センター（やまびこ日進）
　相談件数：２０件／年

・在宅医療・介護連携支援センター（やまびこ日進）
　相談件数：３７件／年

・在宅医療・介護連携支援センター（やまびこ日進）
　相談件数：２０件／年

・在宅医療・介護連携支援センター（やまびこ日進）が認知
され、相談件数の増加につながった。訪問診療、訪問歯科診
療、訪問栄養指導を紹介するしくみの定着を図ることができ
た。

⑥医療・介護関係者の研修の充実
　【地域福祉課（地域支援係）】
　・医療と介護の多職種連携研修会

・医療介護連携のための多職種研修会
　開催回数：３回／年
・薬剤師会との交流会：１回／年

・医療介護連携のための多職種研修会
　開催回数：１回／年
・薬剤師会との交流会：１回／年

・医療介護連携のための多職種研修会
　開催回数：１回／年
・薬剤師会との交流会：１回／年
・医療・介護の情報交換会：１回／年

・医療介護連携のための多職種研修会
　開催回数：３回／年
・薬剤師会との交流会：１回／年

・多職種間での研修・交流会を企画・実施し相互理解・連携
体制構築につながった。今後さらに内容を充実させていく。

⑦市民への普及啓発
　【地域福祉課（地域支援係）】

・講演会、出前講座等の開催数：２回／年 ・講演会、出前講座等の開催数：６回／年 ・講演会、出前講座等の開催数：１回／年 ・講演会、出前講座等の開催数：３回／年 ・出前講座等の開催方法や対象等検討する必要がある。

⑧関係自治体との広域的な連携
　【地域福祉課（地域支援係）】

・東名古屋医師会連携会議開催数：５回／年
・日進・東郷医療介護連携会議：１回／年

・東名古屋医師会連携会議開催数：３回／年
・日進・東郷医療介護連携会議：１回／年

・在宅医療・介護連携支援センター連絡協議会
　：３回／年
・東名古屋医師会尾三消防連携促進協議会（再掲）
　：２回／年
・在宅医療・介護連携推進事業ネットワーク会議
　：３回／年

・東名古屋医師会連携会議開催数：５回／年
・日進・東郷医療介護連携会議：１回／年

・センター設置により関係自治体との広域的連携の促進につ
ながった。

（2）高齢者の住まいの確保

①高齢者の居住安定に係る施策の連携
　【介護福祉課】

緊急通報システムの取り付け：延127人／年
訪問理美容サービス：延48人／年
エコサポート：延4334人／年
配食サービス：延103人／年

・寝具洗濯乾燥サービス：延5人／年
・日常生活用具の給付：延0人／年

シルバーサポートサービス：延11人/年

緊急通報システムの取り付け：延113人／年
訪問理美容サービス：延48人／年
エコサポート：延4881人／年
配食サービス：延97人／年

・寝具洗濯乾燥サービス：延5人／年
・日常生活用具の給付：延1人／年

シルバーサポートサービス：延6人/年

緊急通報システムの取り付け：延119人／年
訪問理美容サービス：延62人／年
エコサポート：延5,262人／年
配食サービス：延91人／年

・寝具洗濯乾燥サービス：延5人／年
・日常生活用具の給付：延0人／年
シルバーサポートサービス：延7人/年

緊急通報システムの取り付け：延133人／年
訪問理美容サービス：延50人／年
エコサポート：延4550人／年
配食サービス：延108人／年

・寝具洗濯乾燥サービス：延5人／年
・日常生活用具の給付：延2人／年
シルバーサポートサービス：延12人/年

・一人暮らし高齢者の在宅を支援するサービスとして引き続
き実施していく。

②住宅改修等による住環境整備
　【介護福祉課】
　・リフォームヘルパー制度
　・住まいの情報発信

・リフォームヘルパー実施件数：34件／年 ・リフォームヘルパー実施件数：33件／年 ・リフォームヘルパー実施件数：45件／年 ・リフォームヘルパー実施件数：36件／年 ・リフォームヘルパー制度による住宅改修の上乗せ給付によ
り、住環境の整備に寄与することができたと考える。また住
まいの情報発信については、近居が多くなったといわれる本
市の現状を把握し、効果的な手法を検討する。
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資料１－１

基本
目標

施策の
方向性

主な取り組み
【担当】

平成29年度
（初期値）

平成30年度 令和元年度
令和2年度
（目標値）

第7期の成果と課題・
今後の取組予定

第７期　にっしん高齢者ゆめプラン　取組状況シート

＜基本理念＞共に支え合い、健やかに暮らし、誰もが尊重されるまち（地域包括ケアシステムの深化・推進）

（3）地域包括支援センターの機能強化

①地域包括支援センターの機能強化
　【地域福祉課（地域支援係）】
　・相談支援体制の強化
　・組織の連携強化

人員体制の確保
地域ケア会議の充実
地域包括支援センター事業評価

・地域包括支援センターが相談を受けた件数：
　延べ31,727件
・地域包括支援センターの設置数：３箇所
・３職種一人あたり高齢者数：1,375人
・地域包括支援センターが介護支援専門員から相談を
受けた件数：2,271件／年
・地域包括支援センター単位での個別地域ケア会議
　開催回数：３１回／年
・地域包括ケア検討会議（再掲）
　開催回数：４回／年
・全国統一指標における達成率：－％

・地域包括支援センターが相談を受けた件数：
　延べ33,328件
・地域包括支援センターの設置数：３箇所
・３職種一人あたり高齢者数：1,504人
・地域包括支援センターが介護支援専門員から相談を受
けた件数：1,795件／年
・地域包括支援センター単位での個別地域ケア会議
　開催回数：２６回／年
・地域包括ケア検討会議（再掲）
　開催回数：２回／年
・全国統一指標における達成率：－％

・地域包括支援センターが相談を受けた件数：
　延べ３１，５０８件
・地域包括支援センターの設置数：３箇所
・３職種一人あたり高齢者数：１，５１０人
・地域包括支援センターが介護支援専門員から
　相談を受けた件数：３，１７３件／年
・地域包括支援センター単位での個別地域ケア会議
　：２３回／年
・全国統一指標における達成率：－％

・地域包括支援センターが相談を受けた件数：
　延べ31,000件
・地域包括支援センターの設置数：３箇所
・３職種一人あたり高齢者数：1,350人
・地域包括支援センターが介護支援専門員から相談を
受けた件数：2,300件／年
・地域包括支援センター単位での個別地域ケア会議
　開催回数：３６回／年
・地域包括ケア検討会議（再掲）
　開催回数：４回／年
・全国統一指標における達成率：80％

・各センターに３職種を各１名以上配置し、高齢者等からの
相談や介護予防ケアマネジメント等を適切に実施することが
できた。
・地域包括支援センターの役割が高まり、３職種一人あたり
高齢者数が増加しているため、人員体制等を見直し、機能強
化を図る必要がある。

３　地域で支え合えるまち
・ボランティアグループの参加率：15.4％
・地域づくり活動への参加意向（企画・運営）：
37.4％

・ボランティアグループの参加率：17.2％
・地域づくり活動への参加意向（企画・運営）：
35.3％

・ボランティアグループの参加率：20.0％
・地域づくり活動への参加意向（企画・運営）：
45.0％

（1）多様な主体の参画と育成支援

①多様な社会資源の活用
【地域福祉課（地域支援係）】
　・生活支援体制の整備

協議体の設置・活用
企業との連携

・地域支え合い円卓会議：１回／年
・生活支援コーディネーター（再掲）
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体（再掲）
　第１層協議体開催回数：１回／年
　第２層協議体開催回数：０回／年
・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結
事業所：４６事業所

・地域支え合い円卓会議：２回／年
・生活支援コーディネーター（再掲）
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体（再掲）
　第１層協議体開催回数：１回／年
　第２層協議体開催回数：各１回／年
・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結事
業所：４８事業所

・地域支え合い円卓会議：２回／年
・生活支援コーディネーター（再掲）
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体（再掲）
　第２層協議体開催回数：１２回／年（３圏域合計）
・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結
事業所：５０事業所

・地域支え合い円卓会議：２回／年
・生活支援コーディネーター（再掲）
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体（再掲）
　第１層協議体開催回数：２回／年
　第２層協議体開催回数：各３回／年
・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結
事業所：５０事業所

・地域支え合い円卓会議や第２層協議体を定期的に開催し、
地域の課題や解決方法について共有する場を整えることがで
きた。
・住民が主体となってワンコインサービスや移動支援の取組
が始まった地区もあり、引き続き生活支援コーディネーター
を通じて地域での取り組みを促していく。
・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結先も増
加しているため、協定締結をきっかけとして見守り以外の取
組における連携も検討していく。

②多様な担い手の養成、確保
【地域福祉課（地域支援係）】
　・多様な担い手の確保

生活支援サポーター養成講座
　・認知症サポーター養成講座
　・まちの守り人養成講座
　・市民主体による人材育成活動の支援

・生活支援サポーター養成講座
　開催回数：３回／年、養成者数：27人
・認知症サポーター養成講座
　開催回数：２０回／年、延参加者数：385人
・まちの守り人養成講座
　開催回数：１回／年、２３人

・生活支援サポーター養成講座
　開催回数：３回／年、養成者数：34人
・認知症サポーター養成講座
　開催回数：１７回／年、延参加者数：393人
・まちの守り人養成講座
　開催回数：８回／年、５９４人

・生活支援サポーター養成講座
　：４回／年、養成者数：２８人
・認知症サポーター養成講座
　：２１回／年、延参加者数：４７５人
・まちの守り人養成講座
　：１０回／年、養成人数５０９人

・生活支援サポーター養成講座
　開催回数：３回／年、養成者数：35人
・認知症サポーター養成講座
　開催回数：２５回／年、延参加者数：700人
・まちの守り人養成講座
　開催回数：５回／年、３５０人

・当初年2回だった講座を年間4回に増やしたり、2日間連続の
講座を1年以内の単位制にする等、より参加しやすい方法に変
更した。今後は受講だけでなく、就業するサポーターを増や
すこと、現場研修の協力事業所を増やすことが課題である。
・各養成講座についておおよそ目標を達成できている。受講
者が受講後円滑に就労ができるよう支援していく必要があ
る。

（2）身近な地域における見守り・交流機会の充実

①市民主体の支え合い拠点づくり支援
【地域福祉課（地域支援係）】
　・地域課題の共有、課題解決の場の支援
　・つどいの場の設置支援（再掲）

・つどいの場運営助成（再掲）：７団体、362,387円 ・つどいの場運営助成（再掲）：１５団体、645,943円 ・つどいの場運営助成
　：１３団体、766,573円（運営助成金）
　　　２団体、186,000円（プレゼン助成金）

・つどいの場運営助成：１０団体、500,000円 ・目標達成できており、引き続きつどいの場設置や継続支援
をしていく。

②避難行動要支援者支援の推進
【危機管理課】
【地域福祉課】

・避難行動要支援者名簿登録者数：1,083名 ・避難行動要支援者名簿登録者数：1,051名 ・避難行動要支援者名簿登録者数：1,059名 ・避難行動要支援者名簿登録者数：1,150名 ・対象者への周知を推進し、登録者数の増加を図る。

③見守り体制の強化
【地域福祉課（地域支援係）】

高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定の充
実

まちの守り人養成講座（再掲）

・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結
事業所（再掲）：４６事業所
・まちの守り人養成講座（再掲）
　開催回数：１回／年、２３人

・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結事
業所（再掲）：４８事業所
・まちの守り人養成講座（再掲）
　開催回数８回／年、５９４人

・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結
事業所（再掲）：５０事業所
・まちの守り人養成講座（再掲）
　　：１０回／年、養成人数５０９人

・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結
事業所：５０事業所
・まちの守り人養成講座
　開催回数：５回／年、３５０人

・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結先も増
加しているため、協定締結をきっかけとして見守り以外の取
組における連携も検討していく。

老人クラブ等の活動支援
【地域福祉課（地域支援係）】

・老人クラブ補助金
　市老人クラブ連合会
　単位老人クラブ：４０団体

・老人クラブ補助金
　市老人クラブ連合会
　単位老人クラブ：４０団体

・老人クラブ補助金
　市老人クラブ連合会
　単位老人クラブ：４０団体

・老人クラブ補助金
　市老人クラブ連合会
　単位老人クラブ：４０団体

・老人クラブ等活動支援ができた。今後も補助金を適正に交
付し支援していく。
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令和２年８月２８日
令和２年度第１回日進市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会

資料１－１

基本
目標

施策の
方向性

主な取り組み
【担当】

平成29年度
（初期値）

平成30年度 令和元年度
令和2年度
（目標値）

第7期の成果と課題・
今後の取組予定

第７期　にっしん高齢者ゆめプラン　取組状況シート

＜基本理念＞共に支え合い、健やかに暮らし、誰もが尊重されるまち（地域包括ケアシステムの深化・推進）

（3）生活支援体制の拡充

①地域資源を活用した多様なサービスの創設
【地域福祉課（地域支援係）】

生活支援体制の整備（再掲）
地域資源マップの充実

・生活支援コーディネーター（再掲）
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体（再掲）
　第１層協議体開催回数：１回／年
　第２層協議体開催回数：０回／年

・生活支援コーディネーター（再掲）
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体（再掲）
　第１層協議体開催回数：１回／年
　第２層協議体開催回数：各１回／年

・生活支援コーディネーター（再掲）
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体（再掲）
　第２層協議体開催回数：１２回／年（３圏域合計）

・生活支援コーディネーター（再掲）
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体（再掲）
　第１層協議体開催回数：２回／年
　第２層協議体開催回数：各３回／年

・第２層協議体を定期的に開催し、地域の課題や解決方法に
ついて共有する場を整えることができた。
・住民が主体となってワンコインサービスや移動支援の取組
が始まった地区もあり、引き続き生活支援コーディネーター
を通じて地域での取り組みを促していく。

②生活支援サービスの実施
　【介護福祉課】

緊急通報システムの取り付け
訪問理美容サービス
エコサポート
配食サービス

　・寝具洗濯乾燥サービス
　・日常生活用具の給付
　【地域福祉課（地域支援係）】

移動支援
シルバーサポートサービス

緊急通報システムの取り付け：延127人／年
訪問理美容サービス：延48人／年
エコサポート：延4334人／年
配食サービス：延103人／年

・寝具洗濯乾燥サービス：延5人／年
・日常生活用具の給付：延0人／年
・福祉有償運送運送事業者数：３事業者

シルバーサポートサービス：延11人/年

緊急通報システムの取り付け：延113人／年
訪問理美容サービス：延48人／年
エコサポート：延4881人／年
配食サービス：延97人／年

・寝具洗濯乾燥サービス：延5人／年
・日常生活用具の給付：延1人／年
・福祉有償運送事業者数：３事業者

シルバーサポートサービス：延6人/年

・緊急通報システムの取り付け：延119人／年

・訪問理美容サービス：延62人／年

・エコサポート：延5,262人／年

・配食サービス：延91人／年

・寝具洗濯乾燥サービス：延5人／年

・日常生活用具の給付：延0人／年
・福祉有償運送事業者数：２事業者
・シルバーサポートサービス：延7人/年

緊急通報システムの取り付け：延133人／年
訪問理美容サービス：延50人／年
エコサポート：延4550人／年
配食サービス：延108人／年

・寝具洗濯乾燥サービス：延5人／年
・日常生活用具の給付：延2人／年
・福祉有償運送事業者数：３事業者
シルバーサポートサービス：延12人/年

・引き続き実施していく。利用者が減少しているものは、内
容・方法等の見直しを検討し充実を図る。

４ 要介護・認知症の人と家族にやさしいまち
・認知症対応型共同生活介護の増床：72人
・介護を理由に退職した家族・親族の有無：7.6％

・認知症対応型共同生活介護の増床：72人
・介護を理由に退職した家族・親族の有無：7.0％

・認知症対応型共同生活介護の増床：72人
・介護を理由に退職した家族・親族の有無：7.6％

（1）相談支援体制と関係機関のネットワーク強化

①相談支援体制の充実
【地域福祉課（地域支援係）】
　・地域包括支援センターにおける相談支援体制の強化
（再掲）
　・市の福祉相談支援体制の充実
　・在宅医療・介護連携支援センターの設置・運営（再
掲）
　・薬剤師会による「ものわすれ相談窓口」の充実
　・栄養ケアサポート薬局による相談支援
　・尾張東部成年後見センターによる相談支援

・地域包括支援センターが相談を受けた件数（再掲）
　延べ31,727件
・地域包括支援センター単位での個別地域ケア会議
　開催回数（再掲）：３１回／年
・地域包括ケア検討会議（再掲）
　開催回数：４回／年
・在宅医療・介護連携支援センター（やまびこ日進）
相談件数：－件／年
・成年後見センター相談支援人数:46人／年
　（認知症高齢者）

・地域包括支援センターが相談を受けた件数（再掲）
　延べ33,328件
・地域包括支援センター単位での個別地域ケア会議
　開催回数（再掲）：２６回／年
・地域包括ケア検討会議（再掲）
　開催回数：２回／年
・在宅医療・介護連携支援センター（やまびこ日進）
　相談件数：２０件／年
・成年後見センター相談支援人数:48人／年
　（認知症高齢者）

・地域包括支援センターが相談を受けた件数（再掲）
　延べ３１，５０８件
・地域包括支援センター単位での個別地域ケア会議
　開催回数（再掲）：２３回／年

・在宅医療・介護連携支援センター（やまびこ日進）
　相談件数：３７件／年
・権利擁護支援センター相談支援人数
　:48人／年（認知症高齢者）

・地域包括支援センターが相談を受けた件数：
　延べ31,000件
・地域包括支援センター単位での個別地域ケア会議
　開催回数：３６回／年
・地域包括ケア検討会議（再掲）
　開催回数：４回／年
・在宅医療・介護連携支援センター（やまびこ日進）
相談件数：２０件／年
・成年後見センター相談支援人数:46人／年
　（認知症高齢者）

・各地域包括支援センターが主催する「地域ネットワーク構
築型」地域ケア会議は、開催が定着してきたため、引き続き
継続していく。
・今後は、介護予防的な視点、多職種の参加による、「介護
予防・自立支援型」地域ケア会議の実践を目指すことが必
要。

②認知症の理解と知識の普及
【地域福祉課（地域支援係）】
　・認知症サポーターの養成
　・地域への出前講座の開催
　・認知症関係の研修会の開催

・認知症サポーター養成講座（再掲）
　開催回数：２０回／年、延参加者数：385人
・認知症出前講座開催数：２回／年

・認知症サポーター養成講座（再掲）
　開催回数：１７回／年、延参加者数：３９３人
・認知症出前講座開催数：４回／年

・認知症サポーター養成講座（再掲）
　開催回数：２１回／年、延参加者数：４７５人

・認知症サポーター養成講座
　開催回数：２５回／年、延参加者数：700人
・講演会、出前講座等の開催数：３回／年

・認知症の理解と知識の普及をさらに進めていくため講演会
や認知症高齢者等行方不明時捜索訓練時に講座を組み入れる
等工夫していく。

③関係機関のネットワーク強化
　【地域福祉課（地域支援係）】
　・地域における支援体制の構築
　・認知症ケアパスの活用
　・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定の充
実（再掲）

認知症になっても安心して暮らせる地域づくり連携
協定の充実

・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結
事業所（再掲）：４６事業所

・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結事
業所（再掲）：４８事業所

・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結
事業所（再掲）：５０事業所

・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結
事業所：５０事業所

・高齢者等地域見守り推進事業協力に関する協定締結先も増
加しているため、協定締結をきっかけとして見守り以外の取
組における連携も検討していく。

④認知症地域支援施策の推進
　【地域福祉課（地域支援係）】

認知症地域支援推進員の配置
　・医療・介護等の支援ネットワーク構築
　・認知症対応力向上のための支援
　・相談支援・支援体制構築

・認知症地域支援推進員数：－名
・認証家族交流会開催数：１２回／年
・認知症カフェ箇所数：１箇所

・認知症地域支援推進員数：１名
・認知症家族交流会開催数：１２回／年
・認知症カフェ箇所数：４箇所

・認知症地域支援推進員数：１名
・認知症家族交流会開催数：１１回／年
・認知症カフェ箇所数：４箇所

・認知症地域支援推進員数：４名
・認証家族交流会開催数：１２回／年
・認知症カフェ箇所数：５箇所

・施策推進のため、各地域包括支援センターにも認知症地域
支援推進員を1名ずつ配置した。認知症地域支援推進員を中心
に、支援体制整備を図っていく。

⑤認知症初期集中支援チームによる早期診断・早期対応
　【地域福祉課（地域支援係）】
　・認知症初期集中支援チームの設置
　・認知症支援ネットワークの構築

・認知症初期集中支援チーム会議：開催数－回／年
・認知症初期集中支援チーム：対応数　－件／年

・認知症初期集中支援チーム会議：開催数１２回／年
・認知症初期集中支援チーム：対応数　４件／年

・認知症初期集中支援チーム会議：開催数１２回／年
・認知症初期集中支援チーム：対応数　７件／年

・認知症初期集中支援チーム会議：開催数１２回／年
・認知症初期集中支援チーム：対応数　５件／年

・支援チームによる活動がさらに拡充するよう、周知啓発を
図る。
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令和２年８月２８日
令和２年度第１回日進市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会

資料１－１

基本
目標

施策の
方向性

主な取り組み
【担当】

平成29年度
（初期値）

平成30年度 令和元年度
令和2年度
（目標値）

第7期の成果と課題・
今後の取組予定

第７期　にっしん高齢者ゆめプラン　取組状況シート

＜基本理念＞共に支え合い、健やかに暮らし、誰もが尊重されるまち（地域包括ケアシステムの深化・推進）

（2）家族介護者への支援充実

①認知症の人とその家族の支援
　【地域福祉課（地域支援係）】

「認知症やさしい手ネットにっしん」の普及促進
認知症徘徊探索模擬訓練の開催支援

　・高齢者の見守りシールの活用
　・認知症カフェの設置
　・認知症家族交流会の開催
　【介護福祉課】
　・認知症高齢者等位置情報（GPS）サービス費助成

・認知症徘徊SOSネットワーク（認知症やさしい手ネッ
トにっしん）登録者数：113人
・認知症高齢者等行方不明時捜索訓練開催数：１回／
年
・認証家族交流会開催数：１２回／年
・認知症カフェ箇所数：１箇所
・認知症高齢者等位置情報（GPS）サービス費助成
　４人／年

・認知症徘徊SOSネットワーク（認知症やさしい手ネッ
トにっしん）登録者数：117人
・認知症高齢者等行方不明時捜索訓練開催数：１回／年
・認知症家族交流会開催数：１２回／年
・認知症カフェ箇所数：４箇所
・認知症高齢者等位置情報（GPS）サービス費助成
　１人／年

・認知症高齢者等位置情報（GPS）サービス費助成
　８人／年
・認知症徘徊SOSネットワーク（認知症やさしい手ネッ
トにっしん）
：事前登録者数：８６人
　：メール配信登録者数：１８８人
　：ＦＡＸ登録者数：２７３人
・認知症高齢者等行方不明時捜索訓練開催数：１回／
年
・認知症家族交流会開催数：１１回／年
・認知症カフェ箇所数：４箇所
・認知症高齢者等位置情報（GPS）サービス費助成
　：５人／年

・認知症徘徊SOSネットワーク（認知症やさしい手
ネットにっしん）登録者数：130人
・認知症高齢者等行方不明時捜索訓練開催数：１回／
年
・認証家族交流会開催数：１２回／年
・認知症カフェ箇所数：５箇所
・認知症高齢者等位置情報（GPS）サービス費助成
　10人／年

・認知症徘徊SOSネットワークの周知方法を工夫し登録者増加
を図る。

②介護休業制度の普及促進
　【市民協働課・産業振興課】

・市ホームページでの情報提供・広報掲載
・社会保険労務士による労働相談：12回／年

・市ホームページでの情報提供・広報掲載
・社会保険労務士による労働相談：12回／年

・市ホームページでの情報提供 ・市ホームページでの情報提供・広報掲載
・社会保険労務士による労働相談：12回／年

・介護休業は、育児休業に比べると制度を知らない割合が高
いため、今後も制度周知を行っていく。

（3）高齢者の虐待防止・権利擁護

①高齢者の権利擁護の推進
　【地域福祉課（福祉相談係）】
　・虐待の早期発見・早期対応
　・高齢者虐待ネットワークの構築
　・成年後見制度等の利用促進
　・市民後見人の養成

・虐待ネットワーク会議の開催：１回／年
・成年後見制度市長申立件数：１件／年
・市民後見人養成講座開催回数：５回／年
・高齢者虐待の啓発についての勉強会　３回／年
・市民後見人バンク登録者数：５人／第２期（Ｈ29-
30）
・市民後見人受任者数：２人／第２期（Ｈ29-30）

・虐待ネットワーク会議の開催：１回／年
・成年後見制度市長申立件数：0件／年
・市民後見人養成講座開催回数：５回／年
・高齢者虐待の啓発についての勉強会　３回／年
・市民後見人バンク登録者数：５人／第２期（Ｈ29-
30）
・市民後見人受任者数：２人／第２期（Ｈ29-30）

・虐待ネットワーク会議の開催：１回／年
・成年後見制度市長申立件数：５件／年
・市民後見人養成講座開催回数：５回／年
・高齢者虐待の啓発についての勉強会　４回／年
・市民後見人バンク登録者数：７人／第３期（Ｈ３１-
Ｒ２）
・市民後見人受任者数：３人／第３期（Ｈ３１-Ｒ２）

・虐待ネットワーク会議の開催：１回／年
・成年後見制度市長申立件数：３件／年
・市民後見人養成講座開催回数：５回／年
・高齢者虐待の啓発についての勉強会　６回／年
・市民後見人バンク登録者数：８人／第２期（Ｈ29-
30）
・市民後見人受任者数：５人／第２期（Ｈ29-30）

・尾張東部権利擁護支援センターによる成年後見制度の周知
啓発や市民後見人養成講座など、成年後見制度等の利用促進
を図ることができた。今後も引き続き権利擁護に関する周知
啓発や、関係機関と連携して高齢者虐待の早期発見・早期対
応を行っていく。

５ 地域共生社会の実現 ・家族や友人・知人以外の相談相手：39.7％ ・家族や友人・知人以外の相談相手：38.5％ ・家族や友人・知人以外の相談相手：35.0％

（1）「我が事・丸ごと」の地域共生社会の実現

①地域課題の解決力の強化
　・地域課題の解決に向けた体制整備
　・包括的な相談支援体制の構築
　【地域福祉課・介護福祉課・保険年金課・健康課・子
育て支援課・こども課】

②地域丸ごとのつながりの強化
　・育成、就労、社会参加の場の整備
　・地域ネットワークの強化
　【地域福祉課・介護福祉課・保険年金課・健康課・子
育て支援課・こども課】

③地域を基盤とする包括的支援の強化
包括的支援体制の構築
共生型サービスの創設

　　【地域福祉課・介護福祉課・保険年金課・健康課・
子育て支援課・こども課】

・第２層協議体を定期的に開催し、地域の課題や解決方法に
ついて共有する場を整えることができた。
・住民が主体となってワンコインサービスや移動支援の取組
が始まった地区もあり、引き続き生活支援コーディネーター
を通じて地域での取り組みを促していく。
・引き続き地域における支え合い体制の構築を進めるほか、
地域を横断するようなネットワークづくりに取り組んでい
く。

　・福祉まちづくり協議会数：２箇所
　・生活支援コーディネーター（再掲）
　　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
　・協議体（再掲）
　　第１層協議体開催回数：１回／年
　　第２層協議体開催回数：０回／年

・福祉まちづくり協議会数：３箇所
・生活支援コーディネーター（再掲）
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
　・協議体（再掲）
　　第１層協議体開催回数：２回／年
　　第２層協議体開催回数：各３回／年

　・福祉まちづくり協議会数：２箇所
　・生活支援コーディネーター（再掲）
　　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
　・協議体（再掲）
　　第１層協議体開催回数：１回／年
　　第２層協議体開催回数：各１回／年

・福祉まちづくり協議会数：３箇所
・生活支援コーディネーター（再掲）
　第１層配置数：２名、第２層配置数：３名
・協議体（再掲）
　第２層協議体開催回数：１２回／年（３圏域合計）

6 / 6 ページ
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○ 被保険者数の状況（R2.3 月末現在） 

計画値と比べ、65 歳以上の第 1号被保険者数は 117 人多い。 

第 1号被保険者数 令和元年度 

計画値 18,283 

実績値 18,400 

差 +117 

○ 要介護（支援）認定者数の状況（R2.3 月末現在） 

計画値と比べ、認定者数の合計は 170 人多い。主な原因は、要支援 2、要介護 1、特

に要介護 4の認定者数が増加しているためである。 

（第１号被保険者） 

認定者数 計画値 実績値 差 

要支援 1 426 440 +14 

要支援 2 467 515 +48 

要介護 1 512 555 +43 

要介護 2 444 422 -22 

要介護 3 299 309 +10 

要介護 4 290 362 +72 

要介護 5 264 269 +5 

合計 2,702 2,872 +170 

○ 認定率（認定者数／被保険者数) （R2.3 月末現在） 

計画値 実績値 

14.8 ％ 15.6％ 
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○ 給付費の状況（R2.3 月分まで） 

令和元年度上半期の執行率は、介護給付・予防給付を含めた総給付費（Ⅰ+Ⅱ）で

91.7％となっており、計画値の範囲内の給付実績となっている。 

なお、給付の特徴としては、特定介護予防福祉用具購入のほか、特定施設入居者生

活介護、訪問リハビリも実績が伸びている。 

また、施設サービス給付が全体として増加している。 

予防給付費 （単位：千円）

項 目
R 元年度

計画値(A) 

3 月末時点

執行額

（B) 

執行率

（％）

（B)/(A) 

（１）介護予防サービス 163,902 140,550 85.8% 
介護予防訪問サービス 37,626 31,732 84.3% 
介護予防訪問介護 0 0 - 
介護予防訪問入浴介護 0 0 - 
介護予防訪問看護 30,487 22,321 72.5% 
訪問リハビリテーション 1,069 3,079 285.1% 
居宅療養管理指導 6,070 6,332 103.3% 

介護予防通所サービス 31,748 31,126 97.1% 
介護予防通所介護 0 0 - 

通所リハビリテーション 31,748 31,126 98.0% 

介護予防短期入所サービス 4,670 3,633 77.8% 
短期入所生活介護 3,160 3,130 99.1% 

短期入所療養介護 1,510 503 33.3% 

福祉用具・住宅改修サービス 30,609 34,281 73.1% 

介護予防福祉用具貸与 19,941 19,032 95.4% 
特定福祉用具販売 1,773 2,226 125.5% 
介護予防住宅改修 25,154 13,023 51.8% 

特定施設入居者生活介護 22,187 18,969 85.5% 

介護予防支援 20,803 20,809 100.0% 

（２）地域密着型サービス 3,910 5,975 152.8% 

認知症対応型通所介護 0 95 - 

小規模多機能型居宅介護 3,910 2,299 58.8% 
認知症対応型共同生活介護 0 3,581 - 

予防給付費計（Ⅰ） 167,812 146,523 87.3% 

※単位未満四捨五入のため、合計が合わないことがある。



令和 2年 8月 28 日（金）  

令和 2年度第 1回日進市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会 

         資料 1-2 

介護給付費 （単位：千円）

項 目
R 元年度

計画値(A) 

3 月末時点

執行額

（B) 

執行率

（％）

（B)/(A) 

（１）居宅サービス 2,469,629 2,210,556 89.5% 
訪問サービス 1,068,971 884,998 82.8% 
訪問介護 719,946 577,477 80.2% 
訪問入浴介護 32,196 30,843 95.8% 
訪問看護 243,952 192,075 78.7% 
訪問リハビリテーション 5,782 12,879 222.7% 
居宅療養管理指導 67,095 71,725 106.9% 

通所サービス 676,464 661,602 97.8% 
通所介護 446,702 467,044 104.6% 
通所リハビリテーション 229,762 194,558 84.7% 

短期入所サービス 171,495 130,763 76.2% 
短期入所生活介護 131,273 94,694 72.1% 
短期入所療養介護 40,222 36,069 89.7% 

福祉用具・住宅改修サービス 153,296 122,170 79.7% 
福祉用具貸与 135,307 107,137 79.2% 
福祉用具購入費 4,569 3,526 77.2% 
住宅改修費 13,420 11,507 85.7% 

特定施設入居者生活介護 195,170 218,804 112.1% 
居宅介護支援 204,233 192,219 94.1% 

（２）地域密着型サービス 599,433 499,561 83.3% 
定期巡回夜間対応型

 訪問介護看護
20,751 20,527 98.9% 

夜間対応型訪問介護 0 0 - 
認知症対応型通所介護 50,074 36,119 72.1% 
小規模多機能型居宅介護 84,547 68,151 80.6% 
認知症対応型共同生活介護 228,033 196,664 86.2% 
地域密着型特定施設

 入居者生活介護
0 0 - 

地域密着型介護老人

 福祉施設入所者生活介護
88,717 88,462 99.7% 

看護小規模多機能型居宅介護 0 3,525 - 
地域密着型通所介護 127,311 86,113 67.6% 
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項 目
R 元年度

計画値(A) 

3 月末時点

執行額

（B) 

執行率

（％）

（B)/(A) 

（３）介護保険施設サービス 1,181,725 1,237,405 104.7% 
介護老人福祉施設 510,459 523,740 102.6% 
介護老人保健施設 622,564 653,931 105.0% 
介護療養型医療施設 48,702 59,734 122.7% 

介護給付費計（Ⅱ） 4,250,787 3,947,522 92.9% 

※単位未満四捨五入のため、合計が合わないことがある。

（単位：千円）

項 目
R 元年度

計画値(A) 

3 月末時点

執行額

（B) 

執行率

（％）

（B)/(A) 

総給付費（Ⅰ+Ⅱ） 4,418,599 4,094,046 92.7% 

その他給付費 （単位：千円）

項 目
R 元年度

計画値(A) 

3 月末時点

執行額

（B) 

執行率

（％）

（B)/(A) 

（１）特定入所者介護サービス等費 131,324 80,210 61.1% 
（２）高額介護サービス等費 159,038 136,485 85.8% 
（2-1）高額医療合算

    介護サービス費
33,594 24,959 74.3% 

（３）審査支払手数料 2,831 2,580 91.1% 

その他給付費計（Ⅲ） 326,787 244,234 74.7% 

※単位未満四捨五入のため、合計が合わないことがある。

（単位：千円）

R 元年度

計画値（A) 
3 月末時点

執行額（B) 

執行率

（％）

（B)/(A) 

合計（Ⅰ）+（Ⅱ）+（Ⅲ） 4,745,386 4,338,281 91.4% 
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○ 日進市内の指定介護サービス事業者の状況（R2.7.末現在) 
（１） 居宅サービス

区分 指定事業者数

（介護）

指定事業者数

（予防）

訪問介護 21 
訪問入浴介護 0 0 
訪問看護 9 9 
訪問リハビリテーション （診療所等みなし

指定除く）3 
（診療所等みな

し指定除く）3 
通所介護 15 
通所リハビリテーション 4 4 
短期入所生活介護 4 4 
短期入所療養介護 5 5 
居宅療養管理指導 （診療所等みなし指定）

福祉用具貸与 3 3 
福祉用具販売 3 3 
特定施設入居者生活介護 3 3 
居宅介護支援 16 3 

（２）地域密着型サービス

区分 指定事業者数

（介護）

指定事業者数

（予防）

定期巡回随時対応型訪問介護看護 1  
夜間対応型訪問介護 0  
認知症対応型通所介護 2 2 
小規模多機能型居宅介護 2 2 
認知症対応型共同生活介護 5 5 
地域密着型特定施設入所者生活介護 0  
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 1  
看護小規模多機能型居宅介護 0  
地域密着型通所介護 4  

（３）施設サービス           （４）介護予防・日常生活支援総合事業

区分 指定事業者数 区分 指定事業者数 指定事業者数

介護老人福祉施設 3   (相当サービス) (A 型サービス) 
介護老人保健施設 4  訪問型 15 10 
介護療養型医療施設 1  通所型 14 8 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート）

タイトル 専門職を活用した健康づくり・介護予防

現状と課題

【現状】 

・本市の人口は増加し続けており、人口総数の増加に応じて高齢者数も増加し続けています。

 （平成 24 年：15,018 人 ⇒ 平成 29 年：17,695 人 約 1.2 倍） 

・前期高齢者は平成 27 年度以降減少に転じていますが、後期高齢者数は平成 24 年から平成

29 年にかけて 1.3 倍となっています。 

・2025 年までの高齢化率は約 20％で推移するものの、第 7 期計画期間中に後期高齢者数が

前期高齢者数を上回り、その差は広がっていくことが想定されます。 

・一般高齢者を対象としたアンケート調査では、運動器リスクの該当者割合が 20.4％、転

倒リスクの該当者割合が 25.3％となっています。 

・介護予防のための講習や体操への参加について、「参加している」「今後参加してみたい」

が 45.7％となっています。 

・参加したい介護予防事業の内容として「筋力やバランス力、柔軟性などを高めるための、

軽い健康体操」が 51.6％となっています。 

【これまでの取組】 

・専門職の監修のもとゆうゆう体操教室の運動プログラムを改編しました。 

・ふれあい・いきいきサロンへ理学療法士等の専門職を派遣し、介護予防等に関する講座を

開催してきました。 

【課題】 

・効果的な健康づくり・介護予防のためには、活動機会の充実と、効果の向上が必要であり、

環境整備や専門知識を活かして、健康づくり・介護予防の効果を高めることが求められて

います。 

第７期における具体的な取組

①ゆうゆう体操教室、地域版介護予防教室 

理学療法士や愛知県介護予防リーダー講師による体操教室で、運動器の機能向上・維持を

図ります。 

②つどいの場専門職派遣 

理学療法士・作業療法士等の専門職が「つどいの場」等へ訪問し、リハビリテーション等

の指導を行い、介護予防の充実を図ります。 

目標（事業内容、指標等）

①ゆうゆう体操教室、地域版介護予防教室 

 平成 29 年度：開催箇所数 1箇所、開催回数 46 回、延べ参加者数 1,592 名 

⇒平成 32 年度：開催箇所数 3箇所、開催回数 100 回、延べ参加者数 3,000 名 
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②つどいの場専門職派遣 

 平成 29 年度：派遣箇所数 13 箇所、延べ派遣回数 39 回 

⇒平成 32 年度：派遣箇所数 20 箇所、延べ派遣回数 50 回 

※第 7期では、各教室への参加者数や派遣回数だけでなく、新たな開催箇所や派遣箇所の拡

充を目指します。 

目標の評価方法

時点

■中間見直しあり

□実績評価のみ

評価の方法

・毎月や四半期ごとの実施報告書等による参加数を計上 

・専門職派遣実績を計上 

②及び③については、既存事業への参加者数等も把握するが、新たな開催箇所や派遣箇

所が充実した分の評価を重視します。 
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取組と目標に対する自己評価シート

年度 令和元年度

前期（中間見直し）

実施内容

（令和元年 10 月末時点） 

①ゆうゆう体操教室、わくわく体操教室、にこにこ体操教室 

 開催箇所数３箇所、開催回数 40 回、延べ参加者数 1,693 名 

②つどいの場専門職派遣 

 派遣箇所数 12 箇所、延べ派遣回数 33 回 

自己評価結果

自己評価結果【○】 

①平成 31 年 4 月から、介護予防体操教室の開催箇所を新たに 1 箇所増やすことができた。

また、各体操教室への参加者数も増加傾向にある。 

②昨年度養成した介護予防サポーターがボランティアとして体操教室の運営に関わるよう

になり、社会参加活動を通じた介護予防施策とも連動している。 

課題と対応策

・専門職の派遣を希望するつどいの場のニーズ把握。 

・体操教室参加者の効果測定ができていないため、専門職の意見も参考にしながら方法を検

討する。 

後期（実績評価）

実施内容

①ゆうゆう体操教室、わくわく体操教室、にこにこ体操教室 

 ゆうゆう体操教室：開催回数 41 回、延べ参加者数 2,384 名 

 わくわく体操教室：開催回数 10 回、延べ参加者数 106 名 

 にこにこ体操教室：開催回数 11 回、延べ参加者数 143 名 

②つどいの場専門職派遣 

 派遣箇所数 12 箇所、延べ派遣回数 37 回 

自己評価結果

自己評価結果【○】 

①平成 31 年 4 月から、介護予防体操教室の開催箇所を新たに 1 箇所増やすことができた。

新型コロナウイルス感染症の影響で３月に教室が開催できなかったが、1回あたりの参加

者数も増加傾向にある。 

②昨年度養成した介護予防サポーターがボランティアとして体操教室の運営に関わるよう
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になり、社会参加活動を通じた介護予防施策とも連動している。 

課題と対応策

・新型コロナウイルス感染症対策のため、教室やつどいの場の運営にも影響が出ており、参

加控えも懸念される。運営方法の見直しや、自宅でできる運動メニューの案内等の工夫が

必要である。 


